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抄録
今回公表されたICD-11には，生活機能評価に関する補助セクションV（V Supplementary section for 

functioning assessment）が新設された．これは，2001年5月にWHO総会で採択された国際生活機能分
類（ICF：International Classification of Functioning, Disability and Health）を基にしており，WHOが作
成した国際分類であるWHO国際分類ファミリー（WHO-FIC：WHO-family of international classifica-
tion）の連動性を高めるとともに，疾病と合わせて生活機能を評価する重要性が強調されたともいえる．
本稿においては，ICD-11に導入された生活機能評価に関する補助セクションVの内容を紹介すると

ともに，この元となったICFの評価ツールとしてこれまでの活用状況を概括した上で，今後の展望を
することとした．

ICD-11の補助セクションVは，ICFの概念に基づいてWHOが開発したWHO-DAS2.0（WHO-Disability 
Assessment Schedule2.0）とMDS（Model Disability Survey）そして，それ以外の一般的生活機能領域
（Generic functioning domains）と呼ばれるICFの付録 9 やICFコアセットプロジェクトの流れから開
発された「リハビリテーションセット」を含むICFの重要な要素を抽出した項目群の大きく 3 つから
構成される．評価項目としては（詳細不明やその他を除くと）61項目ある．
現在，国内におけるICF概念を用いた研究は，その概念を活用した調査項目や研究内容，そして実
践の整理が多いが，ICFの項目や評価ルールを活用した評価ツールの開発，ICFの項目や評価ルール
をそのまま用いているICFコアセットやWHO-DAS2.0を活用した研究も散見されるようになってきて
いる．

WHOは今後，医療や介護，福祉を含むヘルスケア分野のさまざまなビックデータをWHO-FIC（ICD，
ICF，ICHI等）元にマッピングし，世界の保健情報システムの構築推進に向けた施策を展開する予定
であり，わが国においても，2020年に向けICF項目を活用したデータの収集方法や集められたデータ
の他データとリンケージする方法，そして収集されたデータをどのように実践へ活用するかといった
ことに関する研究の蓄積が早急に求められる．

キーワード： ICF，生活機能評価に関する補助セクションV，WHO-DAS2.0，ICFコアセット，WHO
国際分類ファミリー
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I．はじめに

今回公表されたICD-11には，生活機能評価に関する補
助セクションV（V. Supplementary section for functioning 
assessment）が新設された．
これは，2001年 5 月にWHO総会で採択された国際生
活 機 能 分 類（ICF: International Classification of Func-
tioning, Disability and Health）を基にしており，WHO
が作成した国際分類であるWHO国際分類ファミリー
（WHO-FIC:WHO-family of international classification）
の連動性を高めるとともに，疾病と合わせて生活機能を
評価する重要性が強調されたともいえる．
すでにICDについては，統計法に基づく統計基準とし

て定めており，公的統計（人口動態統計，患者調査，社
会医療診療行為別調査等）・診療報酬明細書，電子カル
テ，DPC（診断群分類・包括評価）等における死因・
疾病分類として広く利用されているが，ICFについても，
ICD-11改訂を契機にさらなる活用が期待されている．
そこで本稿においては，ICD-11に導入された生活機

能評価に関する補助セクションの内容を紹介するととも
に，この元となったICFの評価ツールとしてのこれまで
の活用状況を概括した上で，今後の展望をすることとし
た．

II．ICFとは何か

 1 ．ICFについて
ICFはWHOの国際疾病分類（ICD: International Classi-

fication of Diseases以下，本文中ではICDと略す．）と対
をなす障害分類の枠組みとして，2001年にWHO総会にお
いて採択された[1]．

ICFは健康にかかわる障害と生活機能にかかわる多岐
にわたる評価項目により構成され，生活機能にかかわ
る領域を網羅的にカバーしている．ICFの評価対象と
なる項目は，「心身機能」，「身体構造」，「活動と参加」，

Abstract
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tary section for functioning assessment).
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図 1 生活機能と障害と健康の生物・心理・社会統合モデル 

 

ただし，評価する際には，他の評価項目である活動と参加や環境因子などの観点からも

検討を加えなければならないとされている． 

最新版の ICF 項目は，ICF Browser と呼ばれるオンライン上のアプリにて公開されてい

る[2]．現時点での最新版は，ICF-2017 であり，分類は，心身機能，身体構造，活動と参

加，環境因子の項目の第 1 カテゴリーの構造は，図 2 のようになっており，第 4 カテゴリ

ーまでの項目をすべて加えると 1,616 項目ある 1)． 

さらにそれぞれの項目における問題の有無と程度を詳細にコード化する仕組みも用意さ

れており，これらを用いることにより対象者の生活機能の詳細について共通の形式で記載

をし，対象者の生活機能の包括的な評価を行うことが可能となっている． 

また，18 歳未満の児を対象に 2002～2005 年にわたって開発された ICF の児童版 ICF-

CY: International Classification of Functioning, Disability and Health for Children and Youth）は，

日本語版[3]が 2009 年に刊行されて以後，教育現場を中心に活用されてきた．成長発達期

の特性についての配慮が行き届いていることから ICF よりも評価に適しているといわれて

きた[4]が，2018 年現在，ICF の中に含まれることになっており，ICF 自体が全世代を対象

とする国別，専門性の枠を越えた共通言語ということができる． 
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図 1 　 生活機能と障害と健康の生物・心理・社会統合モ
デル
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「環境因子」の 4 つの大きなセクションから構成される
（図 1 ）．
ただし，評価する際には，他の評価項目である活動と
参加や環境因子などの観点からも検討を加えなければな
らないとされている．
最新版のICF項目は，ICF Browserと呼ばれるオンラ

イン上のアプリにて公開されている[2]．現時点での最
新版は，ICF-2017であり，分類は，心身機能，身体構造，
活動と参加，環境因子の項目の第 1 カテゴリーの構造は，
図 2 のようになっており，第 4 カテゴリーまでの項目を
すべて加えると1,616項目ある1)．
さらにそれぞれの項目における問題の有無と程度を詳
細にコード化する仕組みも用意されており，これらを用
いることにより対象者の生活機能の詳細について共通の
形式で記載をし，対象者の生活機能の包括的な評価を行
うことが可能となっている．
また，18歳未満の児を対象に2002から2005年にわたっ
て開発されたICFの児童版ICF-CY: International Classifi-
cation of Functioning, Disability and Health for Children and 
Youth）は，日本語版[3]が2009年に刊行されて以後，教
育現場を中心に活用されてきた．成長発達期の特性につ
いての配慮が行き届いていることからICFよりも評価に
適しているという指摘もある[4]が，2018年現在，ICFが
児童を含む全世代を対象とする国別，専門性の枠を越え
た共通言語という考え方のもと，ICFの内容が先に述べ
た共通言語としての網羅性を持つように改訂が続けられ
ている状況にある．

2． ICFの活用内容と評価ツールとしての活用に向けた
課題
これまでに述べてきたような課題があるようなものの，

WHOによると，ICFには 5 つの活用に向けた用途がある
とされている．
具体的には，①データ収集や記録のための統計ツール，
②結果の測定，QOLや環境因子の測定のための研究ツー
ル，③支援を必要とする人のニーズ評価，特定の健康状
態と治療法とその対応関係を明らかにするための臨床
ツール，④政策や行政計画の立案と実施のための社会政
策ツール，⑤教育カリキュラムの立案，市民啓発やソー
シャルアクションのための教育ツール，とされている[1]．
これまで，このICFを健康にかかわる障害や生活機能
を把握するための評価ツールとして導入に向けた取り
組みが各国で進められ，日本においてもICFを用いた多
くの研究が行われてきた．具体的には，2008年から2018
年までの国内の1CF文献数の年次推移をしらべてみると，

図 2 ICF の構造
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図 2 　ICFの構造
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ICF文献数は354件であった2）．全体的な傾向として文献
数は，2010年が46件をピークとして，翌年の2011年も44
件と40件台の発表があったが，その後20件後半から30件
を推移している状況にある（図 3 ）．
さらに，⑤の介護や福祉，リハビリテーション専門職
の養成カリキュラムに導入されるなど教育にも多く取り
入れられてきた．しかし，教育に用いられているのは，
図 1 の概念モデルや第 1 レベルまでの項目である．また，
近年のICFを用いた研究の具体例としては，介護分野に
おける教育[5]，障害分野における支援[6-8]，認知症高
齢者への介護[9]といったものがある.
しかし，この分類が医療や社会サービスを必要とする

人の生活機能を詳細にとらえるための評価に活用されて
きたとは言いづらい状況にあり，その普及にはまだ課題
があるのも事実である．そのほかにも概念が用いられて
いる．
具体的には，上述したように，ICFは第 4 レベル項目
までを含めると1,616もの項目が存在し，項目検索のた
めのシステムなどが開発されている[10]が，これらは一
人一人に対して，すべての項目を用いることは不可能で
ある．一方で，目的に応じて項目を絞ったとしてもその
選定するための知識あるいはなぜ選定したのかといった
ことに対する根拠が必要であり，簡単には行えない．ま
たICFの各項目には,詳細な定義文が用意されているが，
現在の訳文を用いても支援を必要とする人の状態をとら
えるにはやや煩雑といった課題がある．

III．ICD-11 の補助セクション Vの概要

 1 ．ICD-11の補助セクションVの構成
ICD-11の補助セクションVの構成の説明としては，「こ

のセクションでは,健康状態に関連した機能レベルを記
述し定量化するのに適した，個人の機能プロファイルお
よび全体的な機能スコアを作成することができる．機能
評価の指針となるようにWHOによって開発された 2 つ
のICFに基づくツール（WHO-DAS2.0およびMDS）を含
む．」とされている[11]．

ICFは個人の健康に関する障害や生活機能を把握す
るための分類であり，さまざまな活用の用途があるこ
とを本稿においても述べてきたが，「機能レベルを把握
し，定量化する」ということ文言から現在課題とされて
いる評価ツールとしての適用が強調されている．このた
め，このICD-11の補助セクションVは，ICFの概念に基
づいてWHOが開発したWHO-DAS2.0とMDSの項目セッ
トが採用されているが，それ以外にも一般的生活機能
領域（Generic functioning domains）と呼ばれるICFの付
録 9 やICFコアセットプロジェクトの流れから開発され
た「リハビリテーションセット」を含むICFの重要な要
素を抽出した項目群も記載されている（表 1 , 2 ）．

WHO-DAS2.0（WHO-Disability Assessment Sched-
ule2.0）については，6領域から構成される36項目，MDS

（Model Disability Survey）は，簡易版のうち 4 領域か
ら構成される 6 項目，一般的生活機能領域（Generic 
functioning domains）については，11領域から構成され
る19項目がある（このうち「心身機能」に関わるもの
は 6 領域 8 項目，「活動と参加」に関わるものは 5 領域
11項目となっている）．これらを加えると評価項目とし
ては（詳細不明やその他を除くと）61項目ある．

 2  ．ICD-11の補助セクションVに用いられている評価
ツールの概要

 1  ）WHO-DAS2.0（WHO-Disability Assessment 
Schedule2.0）
WHO-DAS2.0は，ICFの生物心理社会学的モデルを適
用しながらも，これらのICFコードを用いた計測ツール
とは異なる視点からの障害の評価を行うために開発され
た[12]．
これまで，ICF項目を用いた評価ツールとしては，簡
易アセスメント手法としてICFチェックリスト3)や後述
するICFコアセットなどが開発されてきたが，これらの
ツールは，臨床家による評価をもとに患者の心身状態に
かかわる情報を記録し，これを共有するための実用的
ツールとして開発された．
これに対しWHO-DAS2.0は評価対象者の反応をもとに

ICFの構成概念のうち活動と参加の側面に対し，評価す
るツールとなっている．したがって，ICFチェックリス
トやICFコアセットは，障害についての外的（客観的）
な視点を提示しており，WHO-DAS2.0は内的（主観的）
な視点を提示していることに特徴がある．

WHO-DAS2.0は，評価対象者が感じる活動の制限や参
加の制約を，医療的診断とは独立した形で評価する．特
にこのツールは，以下の 6 つの領域「1．理解と意思の
疎通」「2．運動能力」「3．自己管理」「4．人付き合い」「5．
日常の活動」「6．社会参加」における個人の機能を評価
するためにデザインされている．

WHO-DAS2.0にはいくつかの異なる形式がある．12項
目，24項目，12 + 24項目，そして36項目といった項目数
の調査票や，自己記入か面接記入か，身近な親族・支援
者といった代理人が記入するかといった 3 つの調査方法
が示されている．ただしWHOは，インタビュアーによ
る36項目形式での実施を推奨している．
このICFの考え方に基づいて開発されたWHO-DAS2.0
の検証が各国で実施されている[13-16]．また，この
WHO-DAS2.0は，海外において開発されたものであり，
WHO-DAS2.0は英語をはじめとする多くの言語に翻訳さ
れている．

WHO-DAS2.0の特殊な言語体系を持つ日本語への
翻訳は困難と考えられたが，この日本語化および日
本文化への適応可能性に向け調査研究[17]が実施さ
れるとともに，WHOが発行したマニュアルの日本語
化[18]もなされている．その後，WHO-DAS2.0を用い
て，自治体における障害福祉サービス利用者のニーズ把
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表 1 ICD-11 の補助セクション V の項目―その 1 4）

コード 項目（原語） 項目（日本語）
-WHODAS 2.0 36項目版

領域１ -認知
- - - 注意機能
- - - 記憶機能
- - - 問題解決
- - - 基礎的学習
- - - 話し言葉の理解
- - - 会話
- - - その他の特定の認知に関わる項目
- - - 認知機能、詳細不明

領域２ - - 運動・移動
- - - 立位の保持
- - - 姿勢の変換－立位
- - - 自宅内の移動
- - - 屋外の移動
- - - 歩行
- - - その他特定の運動・移動に関わる項目
- - - 運動・移動、詳細不明

領域３ - -セルフケア (WHODAS関連項目）
- - - 自分の身体を洗うこと
- - - 更衣
- - - 食べること
- - - 日課の遂行
- - - その他の特定のセルフケアに関わる項目 (WHODAS関連項目） 
- - - セルフケア (WHODAS関連項目）、詳細不明

領域４ - - 他者との交流
- - - よく知らない人との交流
- - - 友人との非公式な関係ー関係を保つ
- - - 家族関係
- - - 友人との非公式な関係ー新しい友人を作る
- - - 親密な関係
- - - その他の特定の他者との交流に関わる項目
- - - 他者との交流、詳細不明

領域５ - - 日常活動
- - - 家庭で要求される作業を行うこと
- - - 最も大切な家事を行うこと
- - - 家事を行うこと
- - - - なすべき全ての家事を片付けること
- - - - 家事をできるだけ早く終えること
- - - - その他の特定の家事を行うことに関わる項目
- - - - 家事を行うこと、詳細不明
- - - 報酬を伴う仕事
- - - - 毎日の仕事をする又は学校へ行く困難さ
- - - - 最も大切な仕事行う又は学校での課題を行う
- - - - なすべき全ての仕事を行う又は学校活動を行う
- - - - 報酬を伴う仕事又は学校活動を出来るだけ早く終わらせる
- - - - その他の特定の報酬を伴う仕事に関わる項目
- - - - 報酬を伴う仕事、詳細不明
- - - その他特定の日常活動に関わる項目
- - - 日常活動、詳細不明

領域６ - - 社会参加及び健康問題の影響
- - - レクリエーションとレジャー
- - - バリア*による問題　*社会や他者がもたらす外的妨害
- - - 人権
- - - 健康問題のためにかける時間
- - - 健康状態のもたらす感情的影響
- - - 健康状態による経済的損失
- - - 健康問題によっておきる家族の問題
- - - リラックスしたり、楽しんだりする際の問題

その他 - - -  その他の特定の社会参加及び健康問題の影響に関わる項目
その他 - - - 社会参加及び健康問題の影響、詳細不明
その他 - - その他の特定のWHODAS 2.0 36項目版 に関わる項目
その他 - - WHODAS 2.0 36項目版 、詳細不明

表 1 　ICD-11の補助セクションVの項目―その1 4）
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表 2 　ICD-11の補助セクションVの項目―その2 4）表 2 ICD-11 の補助セクション V の項目―その 2 4） 

 

 

2．ICD-11 の補助セクション V に用いられている評価ツールの概要 

1）WHO-DAS2.0（WHO-Disability Assessment Schedule2.0） 

WHO-DAS2.0 は，ICF の生物心理社会学的モデルを適用しながらも，これらの ICF コー

ドを用いた計測ツールとは異なる視点からの障害の評価を行うために開発された[12]． 

これまで，ICF 項目を用いた評価ツールとしては，簡易アセスメント手法として ICF チ

ェックリスト 3)や後述する ICF コアセットなどが開発されてきたが，これらのツールは，

臨床家による評価をもとに患者の心身状態にかかわる情報を記録し，これを共有するため

コード 項目（原語） 項目（日本語）
- 簡易版モデル障害調査

領域１ - - 視覚及び関連機能
領域２ - - 聴覚と前庭の機能
領域３ - - 精神機能    

- - - 活力と欲動の機能
- - - 睡眠機能
- - - 情動機能

領域４ - - 感覚機能と痛み    
- - - 痛みの感覚

その他 - - その他の特定の簡易版モデル障害調査に関わる項目
その他 - - 簡易版モデル障害調査、詳細不明

- 基本的機能の領域
領域１ - - 音声と発話の機能

- - - 音声と発話に関連する機能
領域２ - -  心血管系・血液系・免疫系・呼吸器系の機能    

- - - 運動耐用能
領域３ - - 消化器系・代謝系・内分泌系の機能    

- - - 消化器系に関連する機能
領域４ - - 尿路・性・生殖の機能    

- - - 排尿機能
- - - 性機能

領域５ - - 神経筋骨格と運動に関連する機能    
- - - 関節の可動性の機能
- - - 筋力の機能

領域６ - - 皮膚及び関連する構造の機能
領域７ - - 基本的機能の領域

- - - ストレスとその他の心理的要求への対処
領域８ - -  運動・移動    

- - - 乗り移り（移乗）
- - - 物の運搬・移動・操作
- - - 用具を用いての移動
- - - 交通機関や手段の利用

領域９ - - セルフケア
- - - 身体各部の手入れ
- - - 排泄
- - - 健康に注意すること

領域１０ - - 家庭生活
- - - 調理
- - - 他者への援助

領域１１ - - 対人関係
- - - 基本的な対人関係

その他 - - その他の明示された基本的機能の領域
その他 - - 基本的機能の領域、詳細不明

握のための自己記入版調査[19]や就労継続支援サービス
利用者の支援見直しにむけた代理人調査[20]など，臨床
活用にむけた研究が実施されつつある．

ICD-11への改訂を契機としたICF項目を使った生活機
能レベルの定量的把握やその臨床活用にむけて，WHO-
DAS2.0は可能性のある一つの評価ツールとしてその活
用が期待されるところである．
 2 ）MDS（Model Disability Survey）

MDSは，2011年にWHOと世界銀行（WB: World Bank）
によって開発が開始され，基礎疾患や障害に関係なく，
障害のある人とない人の生活に関わる困難についての情
報を提供する一般母集団を想定した調査票であるとされ
ている[21]．
このMDSの目的としては，①各国で比較可能かつ標

準化された有病率推定を達成すること，②軽度で軽症の
患者に対して適切な介入，プログラムおよび方針を設計
するために必要なデータを提供することされている．
また，MDSは，既存の179の障害サーベイの質問を分
析することで作成され，ICFと同様に，障害を重度の低
レベルから高レベルへの連続で経験される普遍的な現象
と定義し，単に人の健康状態，障害または機能的限界に
焦点を当てるのではなく，健康状態の人と環境および個
人的要因との相互作用の結果として障害を概念化するこ
とが特徴となっている[22]．

MDSは，包括版調査セットで320以上の項目（社会的
属性，就業状況・給与，環境因子，生活機能，健康状態，
個別的支援・支援機器，ヘルスケア利用状況，ウェルビー
イング，エンパワメント，インタビュー者の観察）から
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構成され，簡易版調査では40項目（環境因子，生活機能，
能力と健康状態，個別的支援・支援機器）から構成され，
ICF項目との対応関係があるとされている．
この評価ツールを用いた研究は多くないものカンボジ
アで実施されたフィールド調査でデータを用いた研究な
どが発表されつつある[23,24].

ICD-11のICD-11の補助セクションVには，簡易版MDS
から心身機能に関わる 6 項目が導入されており，今後，
わが国においても障害者統計調査の整備が求められるこ
とからも，このICF概念に基づく評価ツールであるMDS
についても研究が進められることが期待されよう．
 3 ）ICFコアセット
国際共同研究の枠組みで進められているプロジェクト

としてICFコアセットプロジェクトがある．
これは専門家グループによるワークショップなどの構

造化された同意形成プロセスによって種々の疾患や病態
に応じたICFコアセットと呼ばれる項目群（set）を作成
し，患者の条件に応じた項目の選定を可能としようとす
るものである．
コアセット作成の方法については，文献のレビュー，

実地調査，国際的なコンセンサスカンファレンスの開催，
臨床的妥当性の検証といった段階からなる共通のプロ
セスがICFの利便性を高めるために開発されたICFコア
セットは，評価の対象と範囲を明解にした点で有用であ
る一方で，その利用にあたっては注意しなければならな
い点も存在すると指摘されている[25]．
まず，評価するカテゴリーを限定することが，生活機

能と障害を網羅的にとらえるというICF本来の目的と相
反している点である．ICFコアセットマニュアルでは生
活機能と障害を遺漏なく評価するためにカテゴリーを適
宜，個別に追加して用いることを推奨しており，例えば
複数の健康上の問題を抱えているような場合には，必然
的に任意のカテゴリーを加えることが必要となる．特に
高齢者などでは患者の健康状態が単一の疾病のみによっ
て規定されることはむしろ少なく，個別のケースに対応
するためにはICFコアセットの決められたカテゴリーだ
けでは限界がある．
また，ICFコアセットは，患者の健康状態を項目ごと

の機能レベルを定量化するが，WHO-DAS2.0のように，
領域別・全体的な得点を算出するという機能は基本的に
想定されていないという違いがある．
さらに，ICFコアセットマニュアルに収載されている

ICFコアセットは原則として特異的な健康状態に対して
用意されているので，一部のコアセットを除き非特異的
な健康状態を扱うことができないという課題がある．た
だし，健康状態や医療背景を問わず，より広範に利用で
きるコアセットとしては，「リハビリテーションセット」
がProdingerら[26]によって，新たに報告されている．
このリハビリテーションセットを活用した入院患者の

評価の研究[27,28]が，近年進められており，そのほかに
もコアセットの開発に関わる研究が実施される[29]など，

ICFコアセットもWHO-DAS2.0同様，可能性のあるICF
項目を用いた評価ツールとしてその活用が期待されると
ころである．

IV．おわりに

現在，国内におけるICF概念を用いた研究は，その概
念を活用した調査項目や研究内容，実践内容の整理が多
いが，ICFの項目や評価ルールを活用した評価ツールの
開発[30,31]，ICFの項目や評価ルールをそのまま用いて
いるICFコアセット[27-29]やWHO-DAS2.0を活用した研
究[19,20]も散見されてきている．
日本では，ICDに準拠して「疾病，傷害及び死因の統
計分類」を統計法に基づく統計基準として定めており，
公的統計（人口動態統計,患者調査,社会医療診療行為別
調査等）・診療報酬明細書，電子カルテ，DPC（診断群
分類・包括評価）等における死因・疾病分類として広く
利用されている．
しかしICFについても，介護保険制度における介護報
酬や障害者総合支援法下の障害サービス等報酬における
サービス利用者の認定やサービス需給によるアウトカム
を示すために用いるのは，まだICF項目を活用した評価
ツールが定まっていないことからその妥当性や信頼性の
検証が進められていないため，現実的とは言えない状況
にある．他のWHO-FICをみてみても，医療行為分類で
あるICHIについてもわが国では医科診療報酬がきめ細
かく決められているため，現行のまま保険請求に使用す
ることは現実的でない．
ただし将来的にICFが今後，国際的な分類として指定
された際，日本においても何らかの形で使用せざるを得
なくなる可能性は十分に考えられる．そのような場合，
これらの分類を用いない限り，日本の医療や介護，福祉
サービス提供システムは，国際社会における孤立が危惧
される．このため，日本の制度や実態にあったICF活用
のあり方の検討を早急に進める必要がある．具体的には，
国民生活基礎調査をはじめとする統計法に基づく基幹統
計やその他の国レベルでの統計調査に項目を追加するこ
となどが考えられる．また，日本における市町村行政は，
行政計画によってPDCAサイクルでの実行が求められる
ため，この行政計画策定時のニーズ調査に導入すること
も考えられるだろう．
一方で，医療や介護，福祉を含むヘルスケア情報が，
今後グローバリゼーションの影響を受けることは不可避
であり，近年急速にビックデータの整備が求められて
いる状況5）を鑑みると，国内において収集される情報と
ICFの関連性の検討を進めるにあたって，それほど時間
的な猶予はない．
さらにWHOは，図 4 のようにWHO-FIC（ICD, ICF, 

ICHI等）によってビッグデータをマッピングし，世界
の保健情報システム（HIS: Health Information System）
の構築推進に向けた施策を展開する予定であり，わが国
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でも，厚生労働省がデータヘルス改革推進本部を設置し，
世界で初めてとなる大規模な健康・医療・介護の分野を
有機的に連結したICTインフラを2020年から稼働させる
ことを目指している[32].
医療や介護，福祉を含むヘルスケア分野のさまざまな
ビックデータをWHO-FICによってマッピングできれば，
国際比較が可能となるものと考えられる．わが国におい
ても，2020年に向けICF項目を活用したデータの収集方
法や集められたデータの他データとリンケージする方法，
そして収集されたデータをどのように実践へ活用するか
といったことに関する研究の蓄積が早急に求められる．
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注

1） 1,616項目の構成要素ごとの内訳は，心身機能が547
項目，身体構造が322項目，活動と参加が486項目，
環境因子261項目となっている．

2） 国内のICFに関わる文献調査は先行研究[33]に倣い，
医中誌EBVer.5（2018年11月時点）を用いた．調査
対象文献データの抽出にあたり，医中誌WEBVer.5
の検索画面上において，検索条件に検索対象年

「1983年から2018年」，収載誌発行年「2008年から
2018年」を設定して検索を行った．結果として得
られた，2008年から2018年の医中誌WEB全体の文献
4,141,816件を「医学文献」と定義した．さらに，医
学文献からキーワード「国際生活機能分類」により
抽出された文献354件（0.008%）を「ICF文献」と
定義し，これら文献の年度別刊行状況を算出した．

3） ICFチェックリストは，ICFの臨床活用を目的とし
て開発された125の第 2 レベルのカテゴリーから構
成される記入フォーム[34]であったが，妥当性や信
頼性が高くないことが明らかにされてきた[35]．

4） 表中の項目の和訳は，筆者が行ったものである．
5） 「経済財政運営と改革の基本方針2017」（平成29

年 6 月9日閣議決定）において，健康・医療・介護
のビッグデータを連結し，医療機関や保険者，研究
者，民間等が活用できるようにし，必要なデータを
収集・分析するためのデータベースについて，2020
年度（平成32年度）の本格運用開始を目指すことが
記載された．これを受けて「医療・介護データ等の
解析基盤に関する有識者会議」が平成30年 5 月に設
置された．同会議では，NDB（レセプト情報・特
定健診等 情報データベース）と介護DB（介護保険
総合データベース）の連結解析に係る基盤の構築，
セキュリティや効率的な実施体制の確保等の課題や，
近年整備が進められている保健医療分野のその他の
公的データベースとの連結の関係整理などをあわせ
て検討がなされ，報告書（平成30年11月16日）が取
りまとめられた．

図 4 　保健情報システム（HIS）とWHOの分類
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